
書式第 12号 (法第28条関係)

令和元年 度  事 業 報 告 書
平成 31年 05月 01日 から  令和 2年 04月 30日 まで

特定非営利活動法人国際地震予知研究会

1 事業の成果
今年度 ま

△

= 費
の徴収 を 日体上 し 予知情報の公表 ま停止 中あ る力iゞ 観測 測軽続 して レ る 幸し 今ヽ年度

グ チ ド 7 を超 る大地震 ま発生 な=2 え し カ・ つ た )4)ゞ ロ̂和元年 6月 8 日 は 山形県沖 38 6N 1 39 5Eで M 6JM,6 4の 地震が発生 若干の 被害力!ミ発生 した 事 目叫 は 日替わ りで 出現
ヨト
, る月:fリヒを包括す る とがで き

」辟諄道で 聞 0や山形県の 内陸 38 2N 140 6E で M5 3 と予測 して しま ´1) た 地震発生後 の 再測
‐

^L
よ り

6 5 と計算された 当
△
7ヽの Mの 予測値は実発生地震 の 蜘 致する とカ数多 の 実例 よ つ́ て 判明 して お り

回 もそ よ り
,ア
rヽ―計測 さの れたカ 事 月IJ 包括できなカ つ た とは残念で あ ´1)た

その他 東 日本大震災以降 もア ウタ フ イ ズ 巨大地震 の 月」リじを観測 して レ る事カ ら警
」ニ
を発信 し続けて し

る

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(2)その他の事業

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人  数

事業費の金
額

(千円)

観測テ・サの集
約,検出,解
析,地震予知
判定事業

地震予兆電磁波観測テーリ、
集約、検出、解析、および
大気重力波からの地震予知

判定

通年

二重県伊勢市
埼玉県さいた
ま市

3人 全 国 0

地震予知情報
発信提供事業

地震予兆デ 夕̈情報化、情報
発信提供 通年 日本仝国 3人 全 国

0
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13号 (法 28

令和元年度 活動計算書

平成31年05月 01日 から  令和2年04月 30日 まで

特定非営利活動法人国際地震予知研究会

科
日
【 金 額
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420.000

0

0

300,000

300,000

0

12,260

0

88,187

0

4,226

18,108

330

123.111

300 000

123,111

420 000

423 111
△ 3,111

△ 3,111

01

△ 3,111

67,886

64,775

経常収益計
Ⅱ 経常費用
1 事業費
〈1)人件費
人件費計

(2)その他経費

研修費
旅費交通費
外注費
その他経費計

事業費計
2 管理費
(1)人件費
役員報酬
人件費計

(2)その他経費

研修費
消耗品費
福利厚生費
通信運搬費
旅費交通費
振込手数料
会議費
雑費
その他経費計

管理費計
経常費用計
当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益
経常外収益計
Ⅳ 経常外費用
経常外費用計

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

観測事業収益
情報発信事業収益

5 その他収益
受取利息

経常収益
1 受取会費
正会員受取会費
2 受取寄附金
受取寄附金

3 受取助成金等
受取補助金
4 事業収益

3



15号 (法 28

令和元年度 貸借対照表

令和2年4月 30日

.壁定悲.営型ヨ勲法人回緊世塞量知壁条会…………………
(単位 :円 )

科 目 金 額

I 資産の部
1 流動資産
現金預金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

(2)無形固定資産

(3)投資その他の資産

固 定 資 産 合 計
資 産 合 計

I 負債の部
1 流動負債
未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

43,708

43,708

43,708

0

0

0

21,067

0

21,067

21,067

0

67,886

△3,111 64,775

64,775

43,708

′
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令和元年度  計算書類の注記

特定非営利活

重要な会計方針

計算書類の作成は、PO法人会計基準によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸し資産はなし
(2)固定資産の減価償却の方法
固定資産はなし
(3)引 当金の計上基準
・ 引当金はなし
(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受けた入れは、ありません。
(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

事業別損益の状況

地震予知研究会

2

円

′
‘
Ｆ

科 目 観測事業 情報発信事業 事業部門計 管理部門 合計

０

０

０

０

０

420,000

0

420,000

420,000

0

0

420,000

300,000

300,000

300.000

300,000

0

12,260

4,226

0

88,187

18,108

330

0

123,111

0

12,260

4,226

0

88,187

18,108

330

0

300,000

423,111

423 111

△ 3,111

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
人件費計
(2)その他経費
研修費

消耗品費

振込手数料

旅費交通費

通信運搬費

会議費

雑費

福利厚生費

外注費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

3. 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内容 金額 算定方法
な し 0

:円 )

4. 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は  円ですが、そのうち 円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が されていない正 産は   円です

備考

5. 固定資産の増減内訳

借入金の増減内訳

(単 :円 )

6

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

円 )

8. その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らか
にするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

その他の事業に係る資産の状況

７

・

′‐‐‐.

0

期首残高
0
当期増加額
0
当期減少額

0
期末残高

0

内容

なし
合計

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

0 ｎ

）

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

合計 0 0 0 0

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

0 0 0 0ノ ■ヽ■

「
1 口[

科 目

計算書類に

計上された

金額

内役員及び

近親者との

取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その の事 は りません
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令和元年度 財産目録
令和2年04月 30日現在

地震予知研究会

( 円

科 日

［ 金 額

128

6,300

3,548

21,013

12,719

ｎ

〉

43 708

０

）

43 708

ｎ

）

I 資産の部
1 流動資産
現金預金

手元現金

普通預金 東京都民銀行東伏見支店
普通預金 三井住友銀行三鷹支店
普通預金 シ・ャハ

°
ンネットハ
゛
ンク本店営業部

郵便貯金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

機械装置・工具器具備品

減価償却費

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

計

資 産 合 計

△  諄

ノヽ

計

産

負  債  合

正  味  財

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

流 動 負 債

2 固定負債
長期借入金

固 定 負 債

ｎ

）

43,708
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書式第 18号 (法第 28条関係)

役 名 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 宇田進一
H31年5月 1日
～R2年4月 30日 な し

監事 清水正秀
R31年6月 1日

～R2イ■4月 30日 な し

理事 山村賢司
H31年 5月 1日

～R2年4月 30日 な し

理事 松本好高

H31年 5月 1日

～R2年4月 30日 な し

理事 斎藤秀晴
H31年5月 1日 ～

R2年4月 30日
な し

理事 松岡 信
H31年5月 1日
～R2年4月 30日 な し

令和元年度 年間役員名簿

平成31年 5月 01日 から 令和2年4月 30日 まで

特定非営利活動法人国際地震予知研究会

Ｐ
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書式第 19号 (法第28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
令和2年 4月 30日 現在

特定非営利活動法人国際地震予知研究会

氏   名 住 所 又 は 居 所

宇田進一

９
“ 清水正秀

一
６ 山村賢司

4 松本好高

″
Ｄ 斎藤秀晴

6 森井美恵

７
・ 原 基裕

一
〇 金原基一

Ｏ

） 松岡 信

10 岡庭恵美子

11

12

０
′


